
 

（任意組合の組合員のうち事業の損益の配賦を受けない者の取扱い） 

【答】 

任意組合等が事業として行う課税資産の譲渡等については、その組合員の全てが適格請求書

発行事業者であり、業務執行組合員が、その旨を記載した「任意組合等の組合員の全てが適格

請求書発行事業者である旨の届出書」（以下「任意組合等の届出書」といいます。）を納税地を

所轄する税務署長に提出した場合に限り、適格請求書を交付することができます（消法 57 の

６①、消令 70の 14①②）。 

したがって、任意組合等の届出書を提出する際は、その組合員の全てが適格請求書発行事業

者としての登録を受けていることが求められますが、日本で課税資産の譲渡等を行っておらず、

日本における事業の損益の配賦を直接又は間接にも受けない組合員については、任意組合等の

届出書の対象としなくても差し支えありません。 

なお、当該組合員が日本における事業の損益の配賦を受けることとなる場合には、以下に掲

げる区分に応じ、それぞれに掲げる届出書を速やかに提出する必要があります（消法 57 の６

②、消令 70の 14③、消規 26の９②）。 

① 当該組合員が適格請求書発行事業者の登録を受けていない場合 「任意組合等の組合員が

適格請求書発行事業者でなくなった旨等の届出書」（※１） 

② 当該組合員が適格請求書発行事業者の登録を受けている場合 「任意組合等の組合員の全

てが適格請求書発行事業者である旨の届出事項の変更届出書」（※２） 

※１ 「届出理由」欄の「適格請求書発行事業者以外の事業者を新たに組合員として加入させ

たため」にチェックを付してください。また、この場合、当該組合員が日本における損益

の配賦を受けることになった日以後に行う課税資産の譲渡等については、適格請求書を交

付することはできません。 

※２ 「変更事項」欄の「その他」にチェックを付した後、「変更後」欄に当該組合員の氏名又

は名称及び登録番号を記載してください。 

 

 

問 50－２ 私は、任意組合の業務執行組合員であり、当任意組合には世界中に組合員が存在し

ています。これらの組合員の中には日本で活動を行っておらず、かつ、日本における事業

の損益の配賦を直接又は間接にも受けていない組合員が含まれています。そうした者につ

いても適格請求書発行事業者としての登録を受け、「任意組合等の組合員の全てが適格請求

書発行事業者である旨の届出書」を提出しなければ、当任意組合は任意組合の事業として

の適格請求書の交付を行うことはできないのでしょうか。【令和７年４月追加】 


